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組合規程の一部変更について 

 

 

 平成３０年２月２０日付ＳＣＳＫ健発第７４９号をもって、以下の規程の一部を変更す

ることについて、関東信越厚生局長宛に届出したので、公告する。 

 

 

平成３０年３月５日 

 

ＳＣＳＫ健康保険組合 

理事長 小林 良成 

 

 

■変更する規程 

・各種健康診査等実施規程 

 

以上 



各種健康診査等実施規程 

新 旧 条 文 対 照 表 

 

新 旧 

（目 的） 

第１条 この規程は、ＳＣＳＫ健康保険組合

（以下「組合」という）の被保険者および

被扶養者に定期的な健康診断等の受診の

機会を広く与え、かつ奨励し健康管理並び

に疾病予防に資することを目的とする。 

 

 

 

 

２「高齢者の医療確保に関する法律」（以

降「高確法」という）に基づく特定健康診

査（以下「特定健診」という）の実施方法、

費用負担方法等については、この規程のほ

か別に定める「特定健康診査実施計画」に

よるものとする。 

（健康診査等の範囲） 

第２条 組合が補助する健康診査等の範囲

は次のとおりとする。 

（１）特定健診 

（２）人間ドック 

（３）労働安全衛生法の基づく定期健康診断

（以下「定期健康診断」という） 

（４）婦人科検査（子宮がん検査、乳がん検

査） 

（目 的） 

第１条 この規程は、ＳＣＳＫ健康保険組合

（以下「組合」という）の被保険者および

被扶養者が健康診断委託業者（以降委託業

者）の契約医療機関及び一般医療機関にお

いて健康診査等を受けたとき、その費用の

一部を補助することにより、定期的な健康

診断等の受診の機会を広く与え、かつ奨励

し健康管理並びに疾病予防に資すること

を目的とする。 

２「高齢者の医療確保に関する法律」（以

降「高確法」という）に基づく特定健康診

査（以下「特定健診」という）の実施方法、

費用負担方法等については、この規程のほ

か別に定める「特定健康診査実施計画」に

よるものとする。 

（健診等の範囲） 

第２条 組合が補助する健康診査等の範囲

は次のとおりとする。 

（１）特定健診 

（２）人間ドック 

（３）婦人科検査（子宮がん検査、乳がん検

査） 

（４）オプション検査（脳ＭＲ、胸部ＣＴ、

心血管） 



（５）オプション検査（脳ＭＲ、胸部ＣＴ、

心血管） 

（５）歯科健診 

（７）がん検査（郵送検査） 

ただし、別に定める利用細則に基づき、組

合が委託する健康診断委託業者（以下「委

託業者」という）の契約医療機関（以下「契

約医療機関」という）を利用しなければな

らない。 

なお、（１）のうち高確法に基づく以外の

特定健診、（２）、（３）を受診する際に、

第３条に定める補助金支給要件の範囲で

上記（４）、（５）を併せて受診することが

できる。 

また、上記（６）、（７）の健康診査等につ

いては別途定める規程に基づくものとす

る。 

（補助金支給要件） 

第３条 補助金の支給を受けようとする者

は、受診したとき、当該年度４月１日より

受診日まで継続して被保険者または被扶

養者の資格を有し、かつ次の要件を満たし

ていなければならない。（年齢は年度末時

点の年齢とする） 

（１）高確法に基づく特定健診 

４０歳以上の被扶養者（被扶養配偶者を

除く） 

（２）高確法に基づく以外の特定健診 

（５）歯科健診 

（６）３０～３４歳がん検査（郵送検査） 

 

 

ただし、別に定める利用細則に基づき、組

合の指定した委託業者の契約医療機関を

利用しなければならない。 

 

 

なお、人間ドック、特定健診を受診する際

に、補助金支給要件の範囲で上記（３）、

（４）を併せて受診することができる。 

 

 

また、上記（５）、（６）の健康診査等につ

いては別途定める規程に基づくものとす

る。 

（補助金支給要件） 

第３条 補助金の支給を受けようとする者

は、受診したとき、当該年度４月１日より

受診日まで継続して被保険者または被扶

養配偶者の資格を有し、かつ次の要件を満

たしていなければならない。（年齢は年度

末時点の年齢とする） 

（１）特定健診（高確法に基づくもの以外） 

被扶養配偶者３０才以上３４歳以下 

（２）人間ドック 

被保険者・被扶養配偶者 ３５才以上 



３０歳以上３４歳以下の被扶養配偶者

及び任意継続被保険者 

（３）人間ドック 

（４０歳以上は特定健診を含む）３５歳

以上の被保険者・被扶養配偶者 

（４）定期健康診断 

３４歳以下の被保険者（任意継続被保険

者を除く） 

（５）婦人科検査 

３０歳以上の被保険者・被扶養配偶者 

（６）オプション検査 

４０歳以上の被保険者・被扶養配偶者 

（補助金の支給限度額および回数） 

第４条 補助金の額は健康診査等の種類毎

に次に定める自己負担を除いた額とし、そ

れぞれの受診者１人あたり一年度（４月か

ら翌年３月）につき１回を限度として支給

するものとする。ただし、乳がん検査及び

オプション検査はそれぞれいずれか１つ

とし、重複して支給しない。 

（１）特定健診   自己負担０円 

（２）人間ドック  自己負担０円 

（３）定期健康診断 自己負担０円 

（４）婦人科検査 

  ・子宮がん検査 自己負担０円 

  ・乳がん検査 

・マンモグラフィ 自己負担０円 

・乳腺エコー   自己負担０円 

   （４０歳以上は特定健診を含む） 

（３）婦人科検査 

被保険者・被扶養配偶者 ３０才以上

女性 

（４）オプション検査 

被保険者・被扶養配偶者 ４０才以上 

 

 

 

 

 

 

（補助金の支給限度額および回数） 

第４条 補助金の額は健康診査等の種類毎

に次に定める自己負担を除いた額とし、そ

れぞれの受診者１人あたり一年度（４月か

ら翌年３月）につき１回を限度として支給

するものとする。ただしオプション検査及

び乳がん検査はそれぞれいずれか１つと

し、重複して支給しない。 

（１）特定健診   自己負担０円 

（２）人間ドック  自己負担０円 

（３）婦人科検査 

  ・子宮がん検査 自己負担０円 

  ・乳がん検査 

・マンモグラフィ 自己負担０円 

・乳腺エコー   自己負担０円 

（４）オプション検査 



（５）オプション検査 

・脳ＭＲ  自己負担２０，０００円 

・胸部ＣＴ 自己負担 ５，０００円 

・心血管  自己負担 ５，０００円 

（事業所の負担） 

第５条 契約医療機関において被保険者が

受診した人間ドック及び定期健康診断の

費用に関しては、組合で全額負担した後、

法定健診費用分として各事業所へ一定の

負担額を請求するものとし、負担額につい

ては毎年度の開始前に事業所へ通知する

ものとする。 

（支給方法） 

第６条 契約医療機関における健康診査等

の補助金の支給方法は次のとおりとする。 

第４条に定める自己負担額を除いた額を

委託業者が契約医療機関に支払い、組合が

委託業者より請求された額を支払うこと

により支給したものとする。 

（一時立替） 

第７条 第６条の他、次に定める事由により

契約医療機関以外の医療機関での受診を

被保険者または被扶養者が希望した場合

は、事前に常務理事の承認を受けた上で被

保険者または被扶養者が一時的に実費を

立て替えて第３条に定める健康診査等を

受診できるものとする（ただし、第２条

（３）定期健康診断を除く）。その場合は

・脳ＭＲ  自己負担２０，０００円 

・胸部ＣＴ 自己負担 ５，０００円 

・心血管  自己負担 ５，０００円 

 

（事業所の負担） 

第５条 人間ドックの請求に関しては組合

で全額負担した後、法定健診費用分として

各事業所へ一定の負担額を請求するもの

とし、負担額については毎年度の開始前に

事業所へ通知するものとする。 

 

 

（支給方法） 

第６条 補助金の支給方法は次のとおりと

する。 

第４条で定める自己負担額を除いた額を

委託業者が契約医療機関に支払い、組合が

委託業者より請求された額を支払うこと

により支給したものとする。 

（一時立替） 

第７条 第６条の他、次に定める事由により

委託業者の契約医療機関以外での受診を

被保険者、被扶養者が希望した場合は、事

前に常務理事の承認を受けた上で被保険

者、被扶養者が一時的に実費を立て替えて

第３条に定める健康診査等を受診できる

ものとする。その場合は別に定める申請書

に所定事項を記入し支払領収証および受



別に定める申請書に所定事項を記入し支

払領収証および受診結果票を添付の上、組

合に提出することにより次に定める上限

金額の範囲内にて補助金を支給するもの

とする。 

「略」 

 

「削除」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則 

この規程の改正は平成３０年４月１日から

施行する。 

診結果票を添付の上、組合に提出すること

により次に定める上限金額の範囲内にて

補助金を支給するものとする。 

 

 

「略」 

（婦人科の事業所一時立替） 

第８条 年度末年齢が 30歳～34歳の女性が

婦人科検査を受ける場合、事業所が定期健

診と併せて実施し、一時的に医療機関への

支払いを事業所が立て替えて受診できる

ものとする。その場合、事業所は支払領収

証の写しおよび受診結果票を添付の上、組

合に請求することにより、組合は補助金を

支給するものとする。ただし、事業所は検

査を実施する医療機関、検査項目および料

金を事前に組合に通知し、了承を得ること

とする。 

 


